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学位論文内容の要旨 

 

博士の専攻分野の名称 博士（農学）           氏名 木村 誇 

 

学位論文題名 

 

沖積錐の形状解析に基づく山地流域の土砂流出過程に関する研究 

 

近年、頻発する集中豪雨により多数の表層崩壊、地すべり、土石流が発生している。これらに

より山地流域では多量の土砂が生産され、豪雨後も引き続き流出し続け、下流域に様々な土砂災

害を引き起こす恐れがある。我が国では、長期的な流出土砂量の予測と制御は、水系砂防計画に

基づいて行うことになっている。これまでの水系砂防計画では、既往の土砂災害の資料から豪雨

の確率を基にして、今後 100 年間程度（砂防計画期間）で流出する土砂量を土砂流出モデルによ

って計算する。そこから河川流路内で収まる許容流出土砂量を差し引き、その超過分に見合うよ

うに対策施設の規模を設計してきた。しかし、実際には短期的な土砂災害の発生規模とタイミン

グ、中・長期的な治水・利水等への影響も考慮する必要があるため、流出土砂の総量を把握する

だけでは不十分である。１回の降雨出水から計画期間全体まで様々な時間スケールでの流出土砂

量を把握する必要がある。特に、斜面崩壊、地すべり、土石流の頻発する流域では、大規模な土

砂流出が支流流域の中にとどまらず、支流と合流する本流にまで達することがあるため、支流流

域から本流への土砂流出過程を理解することが重要になる。しかし、現在長期間にわたって流域

スケールで土砂流出を解析する方法がなく、土砂流出過程を予測した事例はほとんどない。 

山地の支流出口では、支流上流から本流に流出した土砂が堆積して沖積錐（土石流扇状地）を形

成する。本研究では、この沖積錘を形成した堆積土砂が、本流にそって直ちに流出せずに一時的に

滞留する現象に着目した。これまでの沖積錐に関する研究の多くは、山麓部の平野や河成段丘上の

ような離水域に形成されたものを対象としており、山地流域の谷底部や支流流域の出口に形成され

たものを対象とした研究は少ない。そのため、支流からの土砂流出により形成された沖積錘の堆積

規模や、その侵食過程については不明な点が多い。既存の土砂流出モデルにおいても、本流に沿っ

た堆積土砂量の位置的変化は、堆積量と浸食量が均衡する定常状態にあると仮定して取り扱われて

いる。また、水系砂防計画においても、支流出口まで到達した土砂は直ちに本流に取り込まれて流

出すると仮定され、支流出口に一時的に沖積錐としてとどまる現象は考慮されていない。 

そこで本研究では、支流と本流の合流点に形成された沖積錐を利用して、その滞留期間と堆積土

砂量の経年変化の推定し、これによって支流から本流への土砂流出過程を明らかにし、最後に支流

からの流出土砂量を考慮した土砂流出モデルを提案することを目的とした。 

まず、現存する沖積錐について堆積形状と、沖積錘の堆砂面に侵入した植生の遷移段階および年

輪年代測定法とに基づいて、堆積土砂としての滞留期間と堆積土砂量の変化とを現地で推定する手

法を開発した。この手法で得られたデータを、①降雨出水ごとの支流からの土砂流出規模とその支

配要因、および②合流点の堆積土砂の侵食速度の変化を解析することにより、沖積錐の変動履歴を

量的に把握し、支流から本流への土砂流出過程を明らかにした。 



 

本研究の研究対象地として、北海道沙流川水系の宿主別川流域（流域面積 54 km2）を選定した。

ここでは、2003 年 8 月の台風 10 号による記録的な大雨（以下、2003 豪雨）で、多数の斜面崩壊、

地すべり、土石流が発生した。はじめに、本流に沿って沖積錐の分布を把握するため、2003豪雨直

後の被災調査図を判読した結果、34 箇所の支流出口で沖積錐が形成されていた。2003 豪雨から 5

年経過した 2008年に現地調査を行ったところ、34箇所の沖積錐はすべて残存していた。これら沖

積錐の堆砂面に侵入した植生の遷移段階を、木本種が未侵入の段階（区分Ⅰ）、オノエヤナギ・ケ

ヤマハンノキの先駆種稚樹が密生する段階（区分Ⅱ）、先駆種が成木として一斉林を形成する段階

（区分Ⅲ）、遷移後期種であるヤチダモ・ハルニレの成木が優占する段階（区分Ⅳ）、極相種である

エゾマツ・ミズナラなどの大径木が優占する段階（区分Ⅴ）の 5段階に区分することができた。 

これを用いて、沖積錘堆砂面の植生遷移段階が異なる 13 支流選定し、年輪年代測定法を用いて、

これらの沖積錐の形成年代を推定した。また、沖積錘の規模を求めるために、その堆積形状を円錐

近似することによって堆積土砂量を算出した。その結果、沖積錘の形成年代は 1832～2003 年まで

の間で 16 種が判別され、2008 年の調査時点における土砂の滞留期間は 5～176 年に及ぶことが分

かった。また、各沖積錘の堆積土砂量は、累積土砂量が 1.5×103～7.4×104 m3、現存土砂量が 8.6×

102～1.9×104 m3、2003 年豪雨時の堆積土砂量が 7.4×102～2.7×104 m3であることが分かった。 

次に、支流ごとの 1 回の降雨出水による土砂流出を把握するために、2003 豪雨時に発生した斜

面崩壊・地すべりによる支流内での生産土砂量、その後支流を流出した土砂量、支流ごとの単位ス

トリームパワーを算出し、これらと沖積錐の堆積土砂量との関係を分析した。その結果、沖積錐を

形成する堆積土砂量は、各支流の生産土砂量との相関よりも、支流ごとのストリームパワーとの相

関のほうが高いことが分かった。また、実測した堆積土砂量は、土砂濃度を一定として土砂流出モ

デルで算出した土砂量の 10%程度になること、さらに単位ストリームパワーが半減しない場合（低

下率 31～37%）には、この比率が 1%以下に減少することを明らかにした。これより、１回の降雨

出水により支流から流出する土砂量と沖積錐の堆積土砂量との関係式を導いた。 

各支流で生産された土砂量のうち、2003 豪雨による流出土砂量は、沖積錘の堆積土砂量を利用

して比較した。過去 40 年間（1963～2003 年）では、13 のうち 4支流では、堆積土砂量が生産土砂

量を上回っていた。これは、中長期の流出土砂量だけでなく、１回の降雨出水による短期流出土砂

量を予測するためにも、過去数十年以上に渡る支流の中での生産土砂量の把握が必要になることを

示している。 

最後に、沖積錐の侵食速度の経年変化を明らかにするために、沖積錐形成時の堆積土砂量と形成

後の侵食速度との関係を解析した。その結果、13 支流の沖積錘について堆積土砂量と侵食速度と

の間には、一定の比例関係が認められなかった。しかし、滞留期間の違いを考慮して遷移段階ごと

に解析したところ、いずれの遷移段階についても説明力の高い線形回帰式が得られた。形成年代が

古く滞留期間の長い沖積錐ほど線形回帰式の比例定数は小さく、指数関数に近似できた。このこと

から、沖積錐の侵食速度が堆積土砂量と滞留期間に応じて減衰するモデルを導くことができ、この

モデルが沖積錐の堆積土砂量の経年変化にも適用できることを明らかにした。 

以上より、支流から本流にいたる土砂流出過程が、沖積錐の堆積土砂量と侵食速度を規定する３

つの要因で特徴づけられることを明らかにし、降雨出水時の堆砂によるピークカットとその後の侵

食による流出土砂量の変動を考慮した水系砂防計画の立案方法を示した。 


